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1 .はじめに

近年のi宇宙では，改革開放政策以降，人民公社の解体と生産責任制の導入の中で，農村経済は

飛躍的に発展してきた.例えば，農家が農業以外の就業先を積極的に開拓することを志向し，郷

鎮企業がこれらの農村余剰労働力を吸引して発展するなど，近年の農村経済には多様な主体の経

済活動が観察で、きる.ところが，たとえ大都市近郊といえども，中国の農村経済は決して豊かと

はいえずp 数多くの問題を抱えていることが先行研究により指摘されている(石田・圏在 [6J)

具体的に，中富の農村経済の発展を13Jl害してきた要因としては，主に次の 2点が挙げられる

まず，農業経営の零細性ために農家は農業だけに依存して生活を維持できない場合が多いこと

である.集団経済制度が解体されたことにより農地を請負に出すことが可能となったため，一部

の農家は僅かな農地を請負う場合も少なくない. しかし，これらの農業生産活動からの収入は生

活を維持するためには不十分であり，多くの農家は副業部門やj蓑外産業に従事しなければならな

いことが実態である. しかも，農産物価格が安いことにより，農家の生産意欲は減退し，農外就

労へのインセンティブの高まりから，農地の利用率も極端なまでに低下している

次に，J農村労働力の質が将対的に低いことである.具体的に，農村人口の多くは教育水準が低

く，十分な職業訓練を受けていないため，例えば大都市近郊農村において郷鎮企業に雇用される

場合であっても，松対的に低水準の賃金しか得ることが出来ないという実態がある.そして，こ

のことが，農村経済の発展を阻害している要129のひとつで、あるといえる

以上のような中国における農村経済の現状を背景として，本研究では，中国の首都である北京

市近郊の農業地域における農家行動に注目する

北京市が，仁jコ罰内の他の都市と比較して飛躍的な経済成長を成し遂げていることは周知の事実

であろう.また，この経済発展が主に第 2次・第 3次産業の発展によるものであることもまた，

説明の必要はないと考える.他方，このような経済発展は，北京市近郊の農業地域にも重大な影

響を与えている.具体的には，都市化による人口増大と農村地域への企業立地の増大等による農

地面積の減少や，戸籍HJU~支の制約ために兼業労働は限定されてはいるが，経済活動の活発化に伴

う農村ーから都市への労働力の移動等があげられる.このため，近年，北京市内の農業地域におい

ては，経済発展とともに，農家行動における農業と非農業の間の労働分配に大きな変化が生じて

し、ると考えられる.そして，農村ーから都市への移住を制!壊する戸籍制度や，土地分配に関する政

策や，作物選択・生産に I~)する様々な政策的な制限を考慮する場合，北京市内の農業地域におい

ては， これらの外部条科二が農家の経済合理的な生産行動をliJl害しているのではなし 1かと考えられ

る

そこで3 本研究ではp 北京市近郊の農業地域である平谷区における農家行動に注呂しp 計量経

済学的手法をJ=FJいて 経営効率性の視点から投入と産出の関係を分析することを課題とする.な

お，平谷 i玄に注 I~I した理由は，北京市近郊農業生産地帯において最も長い歴史を有すること，ま

た，現在も 1:1~1対的に農業生産が盛んあるが近年の都市化が急速に進展している地域であることの

ためである(孔 [9J)



2 対象地域の特徴と課題設定

2.1 対象地域における経済活動の特徴

本研究では，都市化及び政策的信IJ眼の影響下における農家経営行動の効率性を分析するため，

北京北東部において最も伝統的な農業地域である平谷区を分析対象地域として選択した
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平谷区は北京都心部から約 70キロ離れた東北部に位置する農業地帯であり，北京市の食総生産

基地として百年以上の歴史を有する地域である.ところが， 2003101三の統計によると，平谷区にお

ける農業生産額は区内総生産額の 17.1%にすぎない.つまり，都市近郊である平谷誌においても，

都市化の進行が観察されることがわかる注 1) また， I司時に，行政による城郷の変更(都市地域

の拡大と農業地域の縮小)もあり，平谷区内における現在の農家行動については，都市化が与え

る影響が明確に観察できるものと考える

2. 2 対象地域における農家行動の特徴

中国では，一般に，土地分配制度と戸籍制度による農家行動の制約が存在する

中国では，個人による土地の私有が認められておらず， l;ru家によって使用縫が分1~~2 される仕組

みが採られている.具体的に，農業地域では，農地の分配は村ごとの総世帯員数に応じた土地の

質・面積の両面における平等性原則のもとで実施されている注2)加えて 地方政府: (:1ヒ京市)

の政策により，平谷区では，例えば，水源地の保護のために稲作が禁止されている.このように

対象地域では，農地の分配布IJ度と政策的な作付制限により，農家の意思決定による民地の流動化

は活発で、あるとはいえない.

他方，中国における戸籍制度では，一旦都市地域へ移住して都市戸籍に変わることは， I主IuIMI<) 

に農業戸籍を失うことを意味する.また，農業戸絡を失うことは，農地を与えられたり也の使1+1

権も放棄することとなる.よって都市部への移住については，農家にとって容易な意思決定であ

るとはいえない.つまり，農業地域で、ある平谷区における労働力の移動は，都市部への移住によ

る他産業への就業ではなく，主に兼業としての第 2次・第 3次産業への就業によって行われてい

るのである.

以上のような農家行動の制約により，平谷区における農家行動については，以下のような特徴

が指摘できる

まず，土地分配政策や作付制限のために，多くの農家の経営面積は小焼模であり，かっ分散し

た土地利用となっていることである氾二3) 

次に，都市化の影響を受けることにより，青壮年層を中心とする多くの農業労働力が兼業の就業

形態により他産業へと移動しており，農作業の高齢化・婦女子化が進行していることである削)

しかも，対象地域の農家行動については，不利な市場条件のもとで¥コストを低減させるため

に農薬や肥料の投入を削減する傾向も観察された.

2. 3 諜題の設定

以上のような対象地域における経済活動と農家行動の特徴を確認、した上で，本研究では，農家

労働力の賦存状況と経営規模の関係を数量的に把握し，土地投入と労働投入の結合状況と，経営

効率性の関係を明らかにすることを課題とする.加えて，経営効率性を規定する要因について，

土地投入・労働投入以外の投入要素の存在についても考察する
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3 データと分析方法

3.1 データの収集

分析に用いるデータは，平谷!玄における農家誠査データである.具体的には，平成 21年 5月

18日から 8月 27日の尚北京市平谷区農業局の植保員(Iヨ本における農業改良普及員にあたる)

に対し，可能な限り偏りのないよう対象農家を選択し，調査票を配布するよう依頼した.調査地

域は 6鎮 24~寸であり，誠査対象農家数は計 620 戸である.回収した調査票は計 568 通，うち有効

回答は 488通で、あった.

調査対象農家の多くは兼業農家であり，専業農家の比率は低い. しかも，各農家の若年層は周

辺の郷鎮企業へ就職しており，農業に従事する者は極めて少ない.耕地面積が狭い農家は農業を

主な就業場所とはせず，その管理作業を主に農家内の高齢者に任せている.また，本調査では，

調査対象農家が属する 17村の周辺に企業が存在するかを質問した.その結果， 17村中 11村には

村内に企業が立地し，村内に立地している企業は存在しないが村の中心部から 5キロ範留に企業

が立地している村が 4つ，村内にも 5キロ範囲以内にも企業が立地していなし寸寸はわずかに 2つ

である. しかも，これらの企業の多くが 1，000人以上を雇用する大規模企業である.以上より，

北東地域の農家は，都心部に移動しなくても近隣で他産業へ就労することが比較的容易であるこ

とが分かる

ただし，兼業の形態は農家によって異なる.本調査では，作物選択の違いにより，畑作・野菜

作・果樹作・混合作の 4類型にI禁家を区分している.調査対象農家の兼業実態をみると，畑作農

家の他産業従事比率が一番高く， 9割以上の農が他産業の仕事を従事している.野菜作，果樹作

および混合作農家には j一分な収益を得られる程度の経営面積を保有しており，他産業従事比率も

小さい.よって，士IJJ作農家に比べ，野菜作，果樹作および混合作農家は農業収益が家計に与える

影響が大きいことが分かる

さて，本研究の分析では，この調査結果から，畑作農家，野菜作農家，及び，果樹作農家の 3

類型のデータを抽出した.具体的に，畑作農家とはトウモロコシを主要な農作物とし，その他，

小麦，大豆，イモ類を生産する畑作を中心とした農家である.また，野菜作農家とは，野菜栽培

を中心とする農家であり， トマトとピーマンを主要作物とし，その他に，大根，キャベツなども

生産している.これらの畑作農家・野菜作農家は全て複合経営であり，単一作物経営は存在しな

い.他方，果樹作農家の多くは桃専作経営であるが， リンゴ，ナシ，柿等も生産する複合経営も

ー部存在する

推定にj刊し¥たデータについて，具体的に，粗収益は総販売額，作付面積は経営耕地面積，経常

財は肥料・農薬の投入選労働力は家族労働力の実質投入時間と雇用労働時間の合計値を用いた.

ただし，調査結果から得られる経常財投入は投入量でなく，肥料と農薬の投入金額である.そ

こで， これノらのを 1:1:1 と発展委員会によって公表されている肥料と農業薬剤の市場価格に

関する統計情報川)をJ'l'Jいて投入量に換算した

なお，実質労働投入については， 60歳未満の男性労働者を基準として， 60歳未満の女性労働者

に0.8，60歳以上の男|生労働者に 0.5，60歳以上の女性労働者に 0.4を乗ずる方法により調整した
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3. 2 推定モデルの設定

本研究では，対象地域における農家の経営効率i主に対して，アロンティア分析により接近する

中国農業に対するフロンティア分析等の効率性に関する計量分析事例は数多いが，以下，近年の

成果を中心に本研究との視点の違いを整理したい.

例えば， Monchuk et al [l3Jでは， 1999::~三の中国統計年鑑 (County-level demographic and economic 

data) から得られる省見IJ，穀物・畜産物月Ijの投入・産出に関する単年度のクロスセクションデー

タを用いて， DEA (Data Envelopment Analysis)法の適用によるノンパラメトリックなアロンティ

ア分析が行われている.この研究では，大気や水資源の汚染という経済発展の外部性が農業生産

の効率性に与える影響が数量的に整理されている.また，そのデータや手法の適用は， li:T市iドイ壬句宇1尚l

i時l時寺系列デ一夕を援j月用T有3して全要素生産性等を計担沸測iリjした M¥川!laoanc仁dKくO∞o[12幻]と共通する.他jゴ， 同じ

く省月IJの投入・産出に関する時系列データに DEA法を適用し，その結果に生産性変化を示す数

量化指数 (Malmquistindex) に組み込むアプローチを援用した Chenet al [3Jが存在する.つま

り，後述するトランスロク、、生産関数・費用関数に代表される確率的アロンティア分析のようなパ

ラメトリックな分析だけではなく，ノンパラメトリックなフロンティア分析についても，多くの

先行研究と興味深い理論的な展開が存在する

一方で，近年のパラメトリックなアロンティア分析については， Ito [7Jの分析が興味深い.

具体的に，この研究では，生産性の変化への技術進歩の貢献を BC技術によるものとM技術によ

るものに区別するために SeparatedCobb-Douglas (SCD)生産関数を援用し，中|可決業における午

産性の向上の多くはBC技術の進歩によるもので、あることを数量的に繋躍している.また，この

研究でも， I~=! 匡i統計年鑑等から得られる地域別データが分析にPFJ し 1 られている

ところで，これらの研究成果と比較した場合，本研究には，教科書1~I~J な確率的ア lコンティア分

析を援用しているという意味で，理論的なオリジナリティは存在しなし 1とし 1わざるを得ない.た

だし，省見iJや国レベノレの統計データを用いた生産効率性分析とは異なり， f'iijJA:のように対象地j戒

を根定した農家調査データをj羽し 1て経営レベルの効率性分析をわーったところに，先行研究との迎

いが存在すると考える.以下，具体的な分析手法について紹介する

さて，本研究では，大江口]の経営効率性分析に関する先行研究を参考にして，農家行動を経

営関数の概念、によって分析する.北京近郊における農家行動に対ーする研究にとって，最も困難な

ことはその小規模零細i複合経営という特徴である.つまり，複合経営であるという特徴から 3 一

般的な単一生産物を対象とした関数推定が容易でないということである よって，経営全体とし

ての資源配分の効率性を評価する視点から，経営関数モデ、ノレによるアプローチを選択した

加えて， Coeli [5Jの確率的フロンティアに関する先行研究を参考にして， トランスログ型フ

ロンティア経営関数を援用して各農家の生産行動に隠する非効率性を定量的に評価する

ところで，大江口]は，作物ごとの生産費算出のために必要とされる戸別の作業臼誌等のデー

タが入手不可能であるなどの現実的制約に加え，合理的な農家行動を前提とした場合，土地利用

と生産要素投入の決定は作付構成の変化と一体化しているという考え方をもとに，経営iょっ数分析

のそデ、ル化と実証に成功している.本研究においても，対象地域の農家は，土地の質・面積の両

国における平等性原則により使用権が分配された土地を耕作条判二として，農家自身が合理的と考

える計画により作付を決定していると仮定している.そして，経営成果と効率的生産量との間の

車問fの存在を認め，この;J]E離の程度を計測するために技術的効率性 (TE)の概念を援用している.

推定に用し 1たデータに関しては，以下の 3点について説明する
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まず， liHJ定資本について，対象農家では，小規模かっ分散した土地利用のために機械利用が活

発ではないことが指摘できる.また，データ上でも機械を利用している農家は少数であり，規模

や作物選択との明確な棺関関係も認められない.よって，機械利用については，その有無をダミ

ー変数によって処理する(有=1，無=0)

次に，対象地域における多くの農家では，前述の通り，青壮年層を中心とする多くの農業労働

力が兼業の就業形態により他産業へと移動しており，単なる農業従事者数で、は労働投入の効率性

を検討することができない.よって，労働投入については P 実質労働投入を変数として採用する

そして，対象地域では，生産物価格・要素価格について政策的に統ーした価格が適用されてい

る.また，小規模かっ分散した土地利用に起因する経営の零細性からは，特定の農家がi富有のパ

ーゲニング・パワーを有すると想定することも難しい. しかも，畑作について，北京近郊で最も

多く栽培されている作物はトウモロコシと小麦で、あり，これらの作物は年ごとに政府によって決

定される買収価格(農家庭先価格)によって買い取られるという実態がある.また，この買収価

格は，農家経済の保護を目的とした基準指導価格(農家保護価と呼ぶ)の水準をもとに決定され

ている.よって，本研究では 2 対象地域の農家行動について，外生的に与えられた生産物価格・

要素知i絡を前提とした合理的な意思決定に基づいているものと仮定している

以 i二の結果，本研究では，農業生産における年間粗収入を被説明変数として，労働，土地，経

常財の 3つの要素投入を説明変数とした分析モデ、ノレを設定する. さらに，推定にあたっては， 干

のそデ、/レに機械利用に関する夕、、ミ一変数を考慮する

ところで，前述のように，農家行動の効率性分析においては確率的ブ E ンティアの適用が一般

的である(1:6) 本研究においても，先行研究を参考にしてトランスログ型確率的フロンティアモ

デ、ノレを採用した.そして，確率的フロンティアの推定により導出された個別効果を農家行動の効

率性を示す指襟として解釈し，この指標と各サンフ。ノレの11車問j閤子との関係を1:e:1帰分析により明ら

かにすることを試みた.具体的に，対象地域では都市化及び政策制限の影響により非効率な状態

にある農家経営が多数存在する. しかし，対象地域にはこれらの影響下にあっても効率的な経営

を行っているi襲家も存在している.そこで，これらの効率的な経営をフロンティアとして捉え，

このフロンティアとの軍離を計測することにより，非効率な経営の存在を確認すること，また，

その要因を数量的に検討することが本モデ、ノレ分析の目的である

推定にj脊し 1たアロンティア経営関数の構造モデ、ノレと効率性の評価モデノレは，以下の通りである

死=A十LLβjkin(X0・)ln(Xik) +βD
I11

Dm +νi-ui ① 

Ui = 50 +エZik5i+ W i ② 

①式で，Yiは組収益， Xiは 3つの投入要素(経常財投入，経営面積，実質労働投入)を表す.

A， sjk ， sDIl1は推定すべきパラメータであり，その内， Aは定数項，れは各項のパラメータ， sOIl1 

は機械投入ダミーのパラメータである.②式の 8は個別因子を表す変量 Ziに関するパラメータで
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ある.さらに，ランダム変量 ω1は，平均値ゼロ，分散 σ2のトランケーション正規分布に従う

このとき， Uj に課される符号条件は非負となり，この値が大きいほど3 その経営のフロンティア

からの黍離が大きい，つまり，非効率的で、あると解釈できる

ところで，対象地域の多くの農家にとっては，出稼ぎ収入が各家計における主な収入源である

と考えられる.そこで，教育水準や技術力が高い労働力ほど出稼ぎ、へのインセンティブが高まる

と考え，教育年数(Zl )を個別因子のひとつとして設定した

また，家計収入に占める農業収入の割合が増えるほど経営改善へのインセンティ 7"7J'¥倒jくと考

えられる.そこで，この割合について 40%を基準として区分し 低農業収入比率ダミー(Zヲ)

を偲別因子のひとつとして設定した.

他方，高齢労働者ダミー(Z3 )は経営内における 60歳以上の労働力の存在を示す変数で、あり，

経営面積ダミー(Z4 )は 3畝未満，間(Z5 )は 4畝以上の規模を示す変数である

推定は，①，②式の各パラメータを連立させた上で、の最尤法によった

なお，各農家の経営効率性 (TE) を③式のように定義する

TEi = exp( -Ui) = exp(ーエzぷ-wJ ③ 

4 結果と考察

4.1 畑作農家の経営効率性

分析にj刊し¥たデータの基本統計量を第 l表，推定結果を第 2表に示す

第 1表 分析ヂータの基本統計量・熔作農家

平均値 標準偏差 変動係数 最大値 j最小1i在

年間農業組収益 (元) 2，054.7 1，913.3 0.9 9，000.0 288.0 

経営面積 (畝) 2.3 2.0 0.9 10.0 0.2 

経常財投入 (kg) 82.8 51.7 0.6 247.3 1.0 

労働投入 (11寺院]) 171.0 147.0 0.9 691.2 21.2 

畝当たり粗収益 (元/畝) 1，011.0 350.7 0.3 1，584.0 438.3 

畝当たり経常財投入 (kgl畝) 61.3 39.7 0.6 156.1 0.4 

畝当たり労働投入 (11割問/畝) 101.7 58.3 0.6 216.0 9.4 

|立荷主の教育年数 (年) 8.7 つつ 0.3 12.0 0.0 

1止;府主の年齢 (歳) 49.0 9.4 0.2 76.0 35.0 

機械使用状況 56件のや 13戸

lJ:l典:筆者推定
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第 2表 フロンティア型経営関数の推定結果:焔作農家

MLE(I) MLE(2) MLE(3) 

判長iJ!lJ値 ( Z{症) 推測値 ( Z{直) 推測j値 ( z 値)

ノ4 5.632"惨 ( 6.016) 6971 ( 6.545) 12.295 
..奪

( 8.088) 

β/ 0.727"牟 ( 3.262) 0.543 " ( 2.049) ー0.661 (-1.8J4) 

s2 0.624山 ( 2.582) 0.738"・ ( 3.927) 1.433' ( 6.144) 

s3 1.880'" ( 3.516) 1.531 ( 2.941) 0.455 ( 0.615) 

β11 0.130 ( 4.472) 0.135 ( 3.139) 0.085 
*.~ 

( 3.267) 

s22 四0.005 (-0.576) ー0.006 (-1.364) ー0.013 (-1.932) 

s33 ー2.692"・ (-2.680) 司2.566 (-2.965) -2.526" (-2.155) 

β12 1.640'" ( 6.051) 1.330 ( 5.102) 0.981 
本 司区

( 3.529) 

sJ3 -1.128"砂 (-4.679) ー0.943 (-3.375) 0.341 ( 0.837) 

β23 -0.905刊本 (-3.900) ー0.550 (-2.428) ー0.928 (-3.791 ) 

sf)m -2.670・.. (-4.206) -0.294 (-4.384) -0.419 (-8.541) 

技術的非効率性モデノレ

ZA 0.50J ( 1.505) -1.021 (-4.340) 

Z， 句。 106'" (-3.591) 

Zフ 0.462'" ( 3.065) 0.800“事 (2.42 J) 

Z3 句。 179 (-0.990) 0.379 
‘b命

( 4.610) 

Z4 0.276 ( 1.120) 

Z5 0.592 ( 3.582) 0.842付申 ( 5.882) 

σ“ ρ 0.132 (7.704) 0.099 場 ( 3.995) 0.187 
当&首♀キ

( 7.220) 

A 0.999'" (146.205) 0.999 ゆ (113.480) 0.999 (93.256) 

fE立大

対数 16.059 27.836 26.123 

尤度

U¥lj札ー筆者間:定

自..布意ft水i'{H 料 1% 料 5% * 10% 

モデ、ノレの推定にあたっては，①，②式を基本モデ、ル:MLE(l)とし，このそデ、ノレに{ljljl)jIJ因子を加

えた 2つの応用モデ‘ノレ:MLE(2)とMLE(3)を推定した

MLE(l)の推定結果をみると，経常財¥土地，労働jの 3つの投入要素に関する i次項のパラメー

タは全て正で、あり，統計的に有意な{症を示している.他方， 2次Jlt交差項のパラメータの一部

がマイナスの値を示し， しかも存意な値が存在することは，推定結果の解釈において注意が必要

で、ある

MLE(2)の推定結果をみると， Zl， Z2， Z5のパラメータが高い有意性を持つ.具体的に，教育

年数 (Z1 )は負の値となっており，教育水準が高くなるほど経営効率性が高くなると解釈でき

る廷外収入の割合 (Z2)は正の値となっており， }紫外収入比率の高まりが農業生産に与える
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第 3表 帰無仮設の検定結果:畑作農家

帰無仮説 対数尤度 x" 0.95 f直 統計検定植 ~らh 世"心II~、

ケース 1 Hj = 27.836 

(l)Ho: Y=OA=Oj...05=0 16.059 12.59 23.55 仮説葉去1I

(2) Ho : 01 = 04 = 0 26.123 3.84 3.42 {友税受容

ケース 2 1七=26.123 

(3) Ho : 0，¥ = 02 = 03 = 05 = 0 16.059 9.49 21.28 {反説棄却i

出典‘筆者推定

第 4表 農家の効率性分布の特徴:畑作農家

効率性

農家数

0.4未満

割合 12.5% 

出典筆者推定

非効率的な影響として指摘できる.そして，大規模経営者ダミー (Z5)は正となっており，経

営規模が大きくなることが経営効率性を低くするひとつの要因となっていることがわかる

加えて，推定における各ノ々ラメータの有意性を尤度比検定によって検証した 検定にFI=Jし1て尤

度比の定式化は④式の通りである

λ= -2[L(HO) -L(H1)] ④
 

③式によって得られた値のカイ二乗検定結果を第 3表に示す.

具体的に，すべての非効率要因を無効とする仮説 iについては棄却された.また，教育水準と

小規模因子を無効とする仮説 2は棄却]できなかった.さらに，仮設 2を受け入れた上で教育と小

規模因子を除いて残される非効率要因を無効とする仮説 3については棄却された.

しかし， MLE(2)と MLE(3)を比較した場合，経常財と土地の推定ノミラメータが大幅に異なって

いることには注意を要する.特に， MLE(l)との比較において， MLE(2)が MLE(3)よりも安定的な

推定結果を得られていることに注目しなければならない.

さらに， AICの計測結果から判断すれば MLE(2)が最も信頼性が高いと判断できた.よって，

以下では MLE(2)を対象として考察を進める.

MLE(2)の推定結果について，分析対象である畑作農家の効率性の分布を考察したところ，効率

性が高い農家数が極めて少ない結果となった.具体的には，第4表で示すとおり， 0.9以上のサン

ブ。ノレは 6戸， 0.8~0.9 のサンプルが 4 戸であり，相対的に効率性が高い農家数が全サンフ。ノレ中の

25%にすぎない.一方で，効率性が 0.4~0.6 と推定された農家数が最も多く，全サンブ。ノレ中の 60%

を占めている.
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第 5表 経営規模と労働時間による効率性比較-畑作農家

経営規模

経営効率性
i畝以内 1""'2畝 2畝以 上

iI玖当たり 0.6823 0.6061 0.4209 

働日投入労関寺

70n寺!笥以i勾 (5) (2) (14) 

畝当たり 0.8095 0.4983 0.5129 

70-150fl寺 ~lJ (6) (9) (9) 

畝当たり 0.8032 0.5629 

150時間以上 (6) (5) 

l:LiO札。答者推定

it 1 :サンフ。ルの分類方法・経営地平均値と棟計jj偏差を求める。平均値に標準偏差の 2分の iを加え

た{，ITをJ:.II及。平均値から標準偏差の 2分の lを蒸しヲ|し、た値を下i授とする。 11寺IHlの設定は全サ

ンプルの平均労働I!抑制;10011寺11丹であるため，その伎のM後により区分する。

注 2:( )の中はすンプル数

第 6表 経営規模と経常財投入による効率性比較:畑作農家

経営効率{生

H故当たり

30 以内

経財投入~~f; 畝当たり

30 -90 

iI玖当たり

90以上

/1:¥#江:筆者総定

it 1) サンプノレの分縦方法については，第 4表とi百jじ
ii:2) ( )の'1"1立サンプ"，レ数

i畝以!大j

0.6679 

(5) 

0.8124 

(12) 

経営規模

1""'2畝 訴訟UJ、上

0.4559 0.4662 
(1 ) (14) 

0.5257 0.4427 
(13) (9) 

0.6108 

(2) 

他方， MLE(2)の推定結果について，分析対象である畑作農家の効率性の分布を経営規模と労働

時間数の視点からクロス集計したものが，第 5表である.この表からは，以下の 2点が指摘でき

る.

1)経営規模一定のもとで，単位面積当たりの労働投入が多くなるほど，経営効率性が高まる

2)単位面積当たりの労働投入一定のもとで，経営規模が大きくなるほど，経営効率性が低下する

総体'Y0にみれば概ねこうした傾向にあるが， 1""'"'2畝の経営規模区分では，労働投入が増大する

ことにより効率性が逆に低 Fしている.この要因についてはp 婦女子化及び高齢化による過剰投

入が考えられる. しかし，このことについては，更に詳細な調査分析が必要である

また， I司様に，経営規模と経常財投入の視点からクロス集計したものが 第 6表である.この

表からは，以下の 2点が指摘できる.

1 )経営規模一定のもとで，単位面積当たりの経常財投入が多くなるほど経営効率性が高まる

2)単位面積当たりの経常財投入一定のもとで，経営規模が大きくなるほど経営効率性が低下する

つまり，以上の分析により，対象地域における畑作農家行動の経営効率性を評価する場合には，

単位面積当たりの労働投入と経常財投入に注目していく必要があることが明らかとなった.
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4. 2 野菜作農家の経営効率性

北京近郊の野菜作農家は，主にトマト，ピーマン，キュウリ 大根を栽培している.畑作より

も野菜作の方が生産物の貨幣的価髄は高いが，同時に，生産過程における周密な管理作業が求め

られるため，生産要素投入量や求められる技術水準もより高くなる.一方で 必ずしもすべての

野菜作農家がこのような技術力を十分に備えているわけではない.

分析に用いたデータの基本統計量を第 7表，推定結果を第 8表に示す.推定方法は， )1H作の場

合と同様，①，②式を基本モデ、ノレ:MLE(4)とし，このそデ、ノレに個別因子を加えた 2つの応用モデ

ノレ:MLE(5)と MLE(6)を推定した.ただし，値引i因子については，以下の 6つを設定する.すな

わち，農家家族規模を示す変数 fZfamilyJ，農家経営規模を区分するダミー変数 fZDm2J，経営

主が受けた教育程度を示す変数 fZDeducationJ，栽培技術部!練の機会があったか否かを示すダミ

ー変数 fZDtraInJ，耕地の位置を示すダミー変数 rZDD2J，60歳以上の経営者を|玄分するダミー

変数 fZDaJで、ある

MLE(4)の推定結果をみると，経常財，労働の 2つの投入要素に隠する 1次項ノミラメータがマイ

ナスで，かつ， 1 %水準で、有意で、ある.また，経常財投入の 2次項パラメータもマイナス{症とな

っている.つまり，経常財と労働の投入量がほぼ限界水準に達しており，過剰投入の傾向が疑わ

れる.他方，土地のパラメータの推定値は正であり， 1 %水準で、有意で~ib る.つまり，野菜作成

家の経営規模の拡大は，農業粗収益を向上させることが示唆された.特に，機械を使用すること

を示すダミ -sDmの催は正で， 1 %水準で、有意で、あることは注目に値する.すなわち，機械導入

が経営効率性を向上させることが分かる.野菜作は相対的に小規模で、あるものの，小問機械の導

入は，労働投入の効率性を向上させ，粗収益増大にも積極的な効果を与えていることが分かる

第 7表 分析データの基本統計量:野菜作農家

平均{註 標準偏差 変動係数 最大{痘 i最小{直

年間農業粗収益 (元) 24，611.3 20，115.4 0.8 80，975.0 2，000.0 

経営面積 (畝) 3.8 2.6 0.7 10.5 0.5 

経常財投入 (kg) 1，255.1 1，783.4 1.4 7，483.9 82.6 

労働投入 (Il寺田D 4，510.6 2，289.4 0.5 8，494.2 435.6 

畝当たり粗収益 (元/畝) 7，472.9 3，638.0 0.5 18.000.0 2，990.6 

畝当たり経常財投入 (kgl畝) 465.9 448.7 1.0 1，247.3 25.8 

畝当たり労働投入 (ll#i'!'M}J畝) 2，162.7 2，125.5 1.0 8，014.8 72.6 

家族人数 (人) 3.0 0.9 0.3 5.0 2.0 

生産技術講習の受諾三経験 49件の仁ド 29戸

機械使用状況 49件の11コ13戸

出典筆者推定
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第 8表 フロンティア型経堂開数の推定結果:野菜作農家

MLE(4) MLE(5) MLE(6) 

推担1]1芭 ( Z1直) 推測値 ( z値) 推測{由 ( Z1直)

A 27.002 26.796 27.126 27.407''* 26.903 8.823 

sI 自 1.344 自3.132 -1.675 -3.872 伺1.547 -10.659 

s2 1.100 1.409 1.975 2.072 1.745 2.011'* 

s3 -3.632 ー9.511'" -3.454 -11.557''' -3.536 -4.192'"辛

βJJ ー0.053 -1.141 ー0.056 自 1.670 四0.056 -1.099 

s22 0.007 0.057 0.148 1.209 0.082 0.656 

s33 0.329 3.978 0.300 4.16''' 0.298 3.083 

β12 0.015 -0.257 0.035 ー0.447 -0.052 ー0.685

sJ3 0.205 3.846'" 0.249 4.298 0.238 8.069 

s23 ー0.031 ー0.353 -0.139 何 1.444 回0.089 -2.699 

sDm 0.195 2.871付事 0.170 4.371'" 0.166 9.765 

技術的非効率性モデル

ZA 1.675 6.157 1.683 2.068 

みami!)ノ -0.479 同5.456'" -0.452 -1.381 

ZDm2 -0.714 -4.014*'卒 -0.605 削2.207事・

ZDeducalion 0.168 0.755 

ZDrrain 0.179 1.217 

ZDD2 0.195 0.828 

ZDa 同0.114 血 0.801

σ 2 0.125 5.975 0.075 4.276 0.083 1.767 

A 34.3 0.999 1，594.4 281.7 

最大

対数 15.622 29.004 29.745 

尤j立

t:U典 :~王者+íÍ' ~t

注.不可:軒並7!<.i'jH: *ネキ 1% 料 5% キ 10% 

第 9表 帰無仮説の検定結果:野菜作農家

帰 1!民仮説 対数尤j支 X
2
0.951笹 統計検定値 1そ}判上 空長記111入1 

ケース 1-11= 29.004 

(1) Ho: Y=O，¥=OI"'OS=O 15.622 12.59 26.76 仮説棄却i

(2) Ho : 03 = 0.1= 05= 06 = 0 29.745 7.81 ー1.48 仮説受容

ケース 2 Hヲ=29.745 

(3) l-lo : 0八=01 = 02= 0 15.622 7.81 28.25 仮説棄却i

11¥典筆者Ht定
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第 10表 農家の効率性分布の特徴:野菜作農家

効率性
平均経二営効率性 経営而結 秒、あたり 畝あ7こ1)

w主家数) (ii玖) 労働I!寺山 経常財投入i主

平均{直 4.79 1，320.75 357.34 
0.9640 

0.9以!こ 標準偏差 2.70 1，027.30 471.41 

(16) 変動係数 0.56 0.77 1.32 

平 均 値 4.81 1.222.96 247.85 
0.8366 

0.9~0.8 標準偏差 1.85 429.08 376.14 

(J 1) 変動係数 0.39 0.35 1.37 

平均{誼 3.04 2，405.23 757.99 
0.7647 

0.8~0.7 標準偏差 2.97 437.96 1，600'()2 

(7) 変動係数 0.98 0.58 0.67 

平均値 3.90 1，491.98 259.66 
0.6417 

0.7~0.6 標準偏差 2.09 278.05 1，345.83 

(8) 変動係数 0.53 1.07 0.90 

平均{直 0.50 6，090.97 958.09 
0.5100 

0.651ミ満 J;11準{話会Z 0.00 2.518.82 。o。
(7) 変動係数 0.00 0.37 0.00 

U:'l典筆者11í~定

前節と同様の方法によって，パラメータの有意性に関する尤j支比検定を行った.検定結果は釘

9表に示す.ここでは， (3)の帰無仮説 Hoが棄却されたことから， MLE(6)が独立な推定結巣とな

っていることが分かる.そこで，以下では， MLE(6)の・推定結果を中心に日lT'菜作農家の経'討の特徴

について考察する

MLE(めでは，非効率因子の，家族人数，耕地面積 2畝以上，経営主の教育程度の 3変数が 1%

水準で、有意で、ある. MLE(6)では， 2畝以上面積の経営のみ 1%水準で、有意で、ある.このことは，

野菜作農家における経営規模はその効率を決定する重要な要因であり， しかも経営規模を拡大す

れば農業経営効率が向上する可能性が示唆される.他方， MLE(5)では，家族人数，および，高齢

者ダミーのパラメータ推定値が負で， 1%水準で、有意で、あるが，この結果の解釈は容易でない.こ

こでは，教育費等を含む近年の生計費の高まりが関係しているのではないかという指摘にとどめ

たい.

次に， j農家の効率性分布を経営面積・経常財投入・労働投入の視点から分析した(第 10表)

この表からは，まず，野菜作農家の効率分布について，半分以上の農家の経営効率性が平均以上

に位置しており，経営効率性が低い農家の割合は小さいことがわかる.つまり，野菜作農家の技

術水準が比較的平準化していることが伺える.次に，経営効率性の低下とともに，経営面積が小

さくなる傾向がある一方で 畝あたりの経常財投入と労働投入が増加する傾向が観察される.た

だい各区分における要素投入の基本統計量をみると，標準偏差及び変動係数が大きく，クソ/ー

プ内でもばらつきがあることが分かる.つまり，経営効率性と規模・要素投入の間には，本分析

のフレームワークでは析出できない特質が存在すると考えられる
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第 11表 経営規模と労働時間・経常財投入による効率性比較-野菜作農家

経営規模
平均経営効率性 畝あたり 畝あたり

(農家数) 労働u寺間 経常財投入量

平均値 856.70 384.20 
0.8595 

6畝以上 標準偏差 303.60 430.42 

(11) 変動係数 0.35 J.12 

平均値 1，155.84 331.42 
0.8239 

4~6 畝 標準偏差 374.40 404.31 

(IJ) 変動係数 0.32 1.22 

平均値 1，233.00 217.87 
0.7232 

2~3 iÎlÄ J索準偏差 567.47 423.20 

(13) 変動係数 0.46 1.94 

平均 値 4，843.28 866.17 
0.7671 

2 iI政未満 標準偏差 2，302.49 234.02 

(14) 変動係数 0.48 0.27 

1J:l典:築者推定

他方，全野菜作農家の平均経営面積 (3.8畝)，標準偏差 (2.6)の値を考慮、して，野菜作農家を

4つのグ‘ルーフ。に分類した(第 11表).この表からは，まず，クソレーブ。間の農家数と経営効率性

に大きな格差はみられないことに注目できる.しかし 3 労働時間，経常j討投入量をみれば，第 10

表と同様に，経営規模が小さくなるに従い，畝あたり労働時間と経常財投入量が増加する傾向が

椛認できる.また，各グループにおいて，労働時間の変動係数は比較的小さい.一方で，経常財

投入量の変動係数は相対的に大きい.

以上の結果，野菜作農家の行動や生産技術については，規模毎にそれぞれの特徴が存在するの

ではなし 1かと考えられる.むしろ 規模毎に技術体系が大きく異なるという事実があるのであれ

ば，フロンティア生産関数分析の適用についても，規模毎の効率性比較を行うなど，実証方法の

再検討が必要になるといえよう

4. 3 果樹作農家の経営効率性

前述の通り，平谷区の農業は果樹作を中心として展開しており，既に北京市最大の果物産地とな

っている.I司i玄の果樹作農家は主に桃を栽培しており， r平谷村むのブランド化にも成功している

このことは，同区に広がる山地に面した傾斜地を有効に活用した農家の取り組みの結果である.そ

して，近年平谷桃Jの市場シャアの拡大に伴い，果樹j還が111地から平坦地へと拡大している

ところで，果樹作では，土地条件，7l<利条件， 日射量等の圏地条件はもちろんのこと，労働集

約的な技術特性のために，一般に生産効率性の農家間格差は大きいと推察される
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第 12表 分析データの基本統計量:果樹作農家

平均{皮 様準備差 変動係数 j法大官l'l: j詑小fli'i

年ml燦業組11収益 (元) 23.695.0 15.809.8 0.7 90.760.0 4.500.0 

経営郎積 (ii玖) 6.2 3.8 0.6 20.0 1.9 

経常;lli投入 (kg) 1.056.4 717.3 0.7 4‘408.3 66.4 

労働投入 (11寺!日j) 3.722.8 1.247.9 0.3 6.044.0 1.342.4 

数当たり f1l1収益 (元/i玖) 3.948.8 1.142.3 0.3 6.750.0 2.000.0 

畝当たり経常'財投入 (kgl畝) 190.0 140.1 0.7 881.7 25.5 

畝当たり労働投入 (11寺lill/畝) 753.4 340.3 0.5 i、671.6 175日

経営有nの教予f{f.数 ((F) 9.5 1.6 0.2 12.0 6.0 

機械使用状況 100 fll:の中 4Fi 

IJ¥典:~在者抱一定

第 13表 フロンティア型経営関数の推定結果:果樹作農家

MLE(7) MLE(8) Mし1:(9)

|附!IJ値~値削l胤 I (Z値 ) 州断刷州附j社泌渋i日作!ド縦i

A 28.990 28.59¥ 27.013 
... 

27.629 27.5ヲ4 27.7守8

βl 1.656 3.507 1.809 6.353 
ー・.

¥.644 4.580'" 

s2 -2.306 -1.281 -0.994 ー1.128 ー1.244 -1.410 

s3 5.218 11.541 
4・・

5.849 13.622 
... 

5.597 13.325 
.. ‘ 

fJlI 問。458 -5.786 -0.357 
>.. 

自5.433 -0.241 -2.193 

s22 0.269 0.838 0.034 0.236 ー0.054 -0.253 

-17.637 ー19.597 回 18.741 守21.337-・・ ー18.457 -20.183"・

β12 0.023 0.267 0.015 0.253 ー0.059 同0.800

β13 -0.184 ー2.688 ー0.202 -5.149 ー0.179
t・・・

-4.2 

f323 0.331 2.208" 0.206 2.065 0.317 2.673 

f3Dm ー0.019 ー0.155 ー0.059 ー0.628 ー0.019 -0.136 

技術的非効率性モデ、ル

2.4 -2.015 -3.775 
...・

-0.749 -1.791 

ZDeducaliol1 0.028 0.88 0.023 0.777 

ZDrale ー0.762 -1.607 ー1.48 -3.223 

ZDlowp 0.174 1.407 0.148 1.299 

ZDm2 0.064 0.467 0.944 2.903 

ZDDI 2.047 5.265 

σ 2 0.202 8.895 0.074 3.869 0.079 3.284 

A 0.999 156.4 1796.5 2847.7 

最大

失i数 0.817 21.429 14.042 

尤皮

出典筆者惟定

注:1~話会1'.l7Jdí主料率 1% 料 5% キ 10% 
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第 14表 帰無仮説の検定結果:果樹作農家

帰無仮設 対数尤度 X2095値 統計検定植 耳~~口z さ"きAIH、1 

ケース 1 H1=21.429 

(1) 1-10 : y = 0，¥ = 01 .. .05 = 0 0.817 12.59 41.224 仮説棄却!

(2) 1-10: 05=0 14.042 3.841 15.774 仮説棄却i

ケース 2 H2= 14.042 

(3)1-10: 0，¥=01=02=03=04=0 0.817 11.07 26.450 {反説棄却

1:11典:筆者推定

分析にniし¥たデータの基本統計量を第 12表，推定結果を第 13表に示す.推定方法は，畑作・

野菜作の場合と同様，①，②式を基本モデノレ:MLE(7)とし，このモデルに偲別因子を加えた 2つ

の応用モデ、/レ:MLE(8)と MLE(9)を推定した.ただし，個別因子については，以下の 5つを設定

する.すなわち，経営主の教育年数を示す変数 rZeducationJ ，農家経営規模を区分するダミー変

数 rZOm2J，耕地の位置を示すダミー変数 rZOOlJ，農業収入の割合を示すダミー変数 rZrate2J， 

そして， j地嘘盟盟:条{何LiニやA』品iミZ1bi穏種;などによる単位面積あたり生j産褒量の低いj農襲家を示す夕守ミ一変数「也Zlow川fI

である

モデ、ルの推定結果をみると， MLE(8)の;最大対数尤度が最も高い.また，前節までと同様の方法

によってパラメータの有意性に関する尤度比検定を行った結果(第 14表)， MLE(7)~ MLE(9)の 3

つのモデ、ノレのすべてについて，効率因子が有意で、あることが示された.よって，以下では， MLE(8) 

の批定結果を中心lこ考察する

第 13表に示すように，土地投入に関するパラメータの推定値が有意でないことは，果樹作の定

性的な特質の把i震からも首肯できることである.加えて，土地投入に関する変数の l次項， 2次

項，そして経常財投入との交差項も統計的に有意ではない.他方，土地と労働時間の交差項は 5%

水準で、有意で、はあるが，良好な結果とは言えない.

他方，経常財投入と労働投入に関する l次項のパラメータの値はすべて正の値であるが， 2次

項交差嘆のパラメータはすべて負の値である.よって，経常財投入と労働投入を増加させること

により収益を向上させることは可能で、あるが，それらの限界生産力は逓減傾向にあることが示唆

された

また，機械手IJHJを示すダミー変数 rOmachineJの推定値は小さく，有意ではない.このことも，

果樹作の定性的な特質の把握，および，機械を導入している経営が 100戸中 4戸に過ぎなかった

ことから，容易に解釈可能な結果である

北京近郊における果樹作の技術特性は，手作業が多く，機械・施設装備も濯水のための揚水ポ

ンプなどに限定されている. しかも，果樹園 1筆あたりの面積も小さく，そもそも機械導入のメ

リットは少ないものと考えられる

効率i玄|子について，経営主の教育年間 rZeducationJのパラメータは，統計的に有意ではないが，

士III作農家及び野菜作農家と同じく正値であり，他類型と i司様に教育水準の高い労働力が他産業へ

流出してしまっているのではないかと推察された.そして， iJJ問地域をi玄分するダミー変数fOOlJ

については，平谷区の挑{乍発祥に地である山11JJ音1¥に関連した変数であるが，樹齢が高いために単

Jj又が低いなど経営効率の相対的な低下が観察されるが，統計的には優位な結果が得られていない.
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第 15表 農家の効率性分布の特徴:果樹作農家

効率性
平均経営効率性 経営荷積 iI点あたり 畝あたり

(農家数) (畝) タヲ{動11寺1m 経常財投入試

平均{[8: 5.18 748.87 150.15 
0.9600 

0.9以上 標準偏差 3.76 285.90 207.30 

(]6) 変動係数 0.72 0.4 1.4 

平均値 6.24 750.94 149.51 
0.8641 

0.9""0.8 標準偏差 4.08 390.70 79.25 

(16) 変動係数 0.65 0.52 0.53 

守司令{症 5.50 750.97 224.33 
0.7488 

0.8""0.7 標準偏差 3.82 289.58 117.45 

(8) 変動係数 0.69 0.39 0.52 

平均値 6.14 738.84 198.16 
0.6426 

0.7""0.6 標準偏差 3.31 332.00 139.27 

(17) 変動係数 0.54 0.45 0.70 

平均{直 6.65 761.13 234.77 

0.6未満 0.5555 標準偏差 3.73 396.22 143.22 

(3]) 変動係数 0.56 0.52 0.61 

1J:l典-筆者般定

次に，経営効率性により果樹作農家を分類した結果を第 15表に示す効率性が 0.9以上のグル

ープは平均経営面積が最も小さく，畝当たり経常財投入数量，及び，単位而税当たり労働時I'IrJも

比較的少ない.経営効率性の低いグルーフ。ほど，経営面積が大きく，経常財投入も大きくなる傾

向がある. しかし，経営効率性が 0.80"-'0.89のグループのみはその傾向に従っておらず，労働時

間については経営効率性が 0.90以上の農家と大きく変わらない.畝あたり農薬・肥料投入は経営

効率性が低い農家ほど，大きくなる傾向があるが，経営効率性 0.49以下と最も低い階層ではかな

り小さし寸直になっている

さらに，全果樹作農家の経営面積の平均値 (6.2畝)，標準偏差 (3.8)の2つの値を考慮して，

果樹作農家を分類した結果が第 16表である.具体的に， 2.4畝以下の経営面積が最も小さいサン

プル階層は平均経営効率性が最も高く，畝あたり経常財投入も各グループ。の中で最も小さい 経

営面積が大きくなるに従い，畝あたり労働時間が減少している.つまり，経営面積が小さい農家

ほど適切に要素投入を管理できていることが伺える.また，各階層とも，畝あたり労働時間の標

準偏差が比較的小さく， ，司階層間の労働投入に顕著な違いはみられない. しかし，経'ftí~~財投入に

ついては，経営効率性による匿分でも，経営面積による匿分においても，その標準偏差及び変動

係数が非常に大きい.つまり，経常財投入の格差が農家間の収入格差の安[ZC]のひとつではないか

と考えられる.
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第 16表 経営規模と労勤時間信経常財投入による効率性比較:果樹作農家

経営規模
平均経営効率性 畝あたり 畝あたり

(農家数) 労働時間 経常財投入量

平均値 447.19 135.16 
0.6671 

8.1畝以上 標準偏差 98.22 41.65 

(26) 変動係数 0.22 0.31 

平均値 412.25 163.96 
0.6360 

6.2~8.1 畝 標準偏差 112.03 53.69 

(10) 変動係数 0.27 0.33 

平均 値 680.86 233.50 
0.6845 

4.3~6.2 畝 標準偏差 184.82 191.81 

(22) 変動係数 0.27 0.82 

平均 値 1，159.00 251.25 
0.6631 

2 .4~4.3 畝 標準偏差 230.84 154.18 

(30) 変動係数 0.20 0.61 

平均 値 819.98 97.73 
0.8100 

2.4 iIゑ未満 標準偏差 112.73 79.66 

(12) 変動係数 0.14 0.82 

11ーはし筆者推定

5 おわりに

本研究ではp 経営関数モデ、ノレの推計により，北京市北東部近郊農業地域における畑作・野菜作・

果樹作農家の経営効率性について数量的に検討した

対象地域においては，土地分配政策や戸籍制度等の制限のもとで，農家は自由に生産に関する

意思決定ができない状況にある.そのため効率的な経営行動をとることができず，非効率な行動

パターンを;選択せざるを得ない.また，都市化の進展により他産業への就職の機会が増えたこと

で，経営を取り巻く状況がさらに悪化したと考えられる

経営!主!数モデ、ノレの推定結果により，経営効率性と経営規模の関係が明らかとなった.具体的に

は，経営規模が大きくなるに従い，効率性が低 iてする農家が多く存在することが明らかとなった.

これは，経営規模が大きい農家ほど，資本の投入量は大きくなるが，単位面積当たりでは労働力

及び経常財の投入不足が生じ，結果として効率性の低下を招いているものと考えられる.こうし

たことから，農家行llijJの経営効率性を評価する視点として，今後は単位面積当たりの労働投入と

経常財投入に注目していく必要があることが示唆された.

他方，本研究で、は農業生産に限定した農業経営の効率性を議論しているが，出稼ぎなどによる

所得稼得機会を考慮した農家経営の効率性を議論する場合には，当然，得られる結論が異なると

考えられる.つまり，本研究の分析モデルを農業部|ヨ11・非農業部門への資源配分の合理性に関す

る経営意思決定モデルへと拡張することが残された重要な課題で、ある
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付記

本稿は，呉10011]が 2010年 i月に筑波大学大学院生命環境科学ii)f究科生物資源科学専攻に提出した修ゴコ(学術)

学位請求論文 f中国北京市における都市近郊農業経営行動の効率性に関する研究一現地実態調査と経営関数

分析による接近-Jを再構成したものである.なお，対11作農業に関する英知i分析については，呉・松下 [IOJ

として部分的に公表した成果で、ある

注

(1 )例えば， 1978年と比較すると，農業・非農業人口比率は 15:1から 7:6へと推移しており，

農業人口比率の低下が顕著である. (北京市統計局 [IIJ)

(2) 浅見ら [IJ

(3) ただし，対象地域では，このような土地分配政策や作付制限下にあっても，借地等によって

経営規模を拡大し，しかも高度な技術を備えた上で効率的な経営を行っている農家の存在も

観察された.

(4) 教育水準や技術力が低いなど他産業の就業が容易でない労働力を保有する成家では，分配さ

れた農地の零細性と農地流動化が国難なことを背景として，単位而積当たりの労働投入が相

対的に過剰となっている事例も観察された

(5) 中国では，農産物の買収価格(農家庭先1illii刻と農業資材価格(投入財官lIi格)が国によって

統一的に定められている

(6)確率的フロンティアの適月3によって農業生産の効率性を分析した研究成果のレビューにつ

いては， ) 111崎 [8J がf，~しい.
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This study evaluated farm management efficiency in northeastern Beijing from the perspectives of 

uncompetitive market conditions ofboth land and labor. Management function analysis was applied 10 data 

from a farm household survey. 

Results revealed the following 

1) Lack of fertilizer and agrochemical inputs are the main causes of inefficiency of farm households in 

the target area. Lack of skilled labor・isanother impor1ant cause of inefficiency. 

2) Scale expansion presents an important alternative for farm management development. Loosening 

regulations for both land and labor markets is necessary to accelerate farm households'日cale

expansron. 

3) Achieving an efficient allocation of resources between agricultural and industrial sectors is important 

to combine farm households' scale expansion with the improvement 01' management efficiency 

Keywords: 

Management efficiencyラ Stochasticfrontier analysisラ Management1'unctionラ Institutionalconstraints， 

Immobility of land and labor 
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